
    
 

                                

                                   

                                   

                                   

                                   

社会保障制度及び税制に関する請願署名簿 
 
 

No 氏   名 住          所 

1   

2   

3   

4   

5   

 

東
日
本
大
震
災
か
ら
４
年
経
過

し
、
平
成
27
年
５
月
30
日
㈯
に
仙

石
線
が
よ
う
や
く
全
線
開
通
し
ま

し
た
。 

今
後
の
復
興
が
進
む
こ
と
が
期

待
さ
れ
ま
す
。 

６
月
17
日
㈬
ホ
テ
ル
白
萩
に
お

い
て
評
議
員
会
（
総
会
）
が
開
催
さ

れ
、
平
成
26
年
度
事
業
報
告
・
収
支

決
算
報
告
等
、
並
び
に
平
成
27
年

度
事
業
計
画
案
・
収
支
予
算
案
等
に

つ
い
て
審
議
さ
れ
、
原
案
ど
お
り
承

認
さ
れ
ま
し
た
。 

平
成
26
年
度
は
、
一
層
の
活
動

の
積
極
的
な
展
開
を
図
る
べ
く
、
円

滑
な
事
業
の
推
進
に
努
力
し
て
ま

い
り
ま
し
た
。
役
員
各
位
の
ご
努
力

と
会
員
皆
様
の
ご
協
力
に
よ
り
、
予

定
さ
れ
た
事
業
を
滞
り
な
く
実
施

さ
れ
ま
し
た
こ
と
に
深
く
感
謝
申

し
上
げ
ま
す
。 

              

全
年
連
主
導
の
も
と
12
月
か
ら

３
月
に
か
け
て
年
金
・
医
療
・
税
制

改
革
に
関
す
る
請
願
署
名
活
動
を

展
開
し
た
と
こ
ろ
、
多
く
の
方
々
に

署
名
を
い
た
だ
き
、
全
年
連
に
お
い

て 

厚
生
労
働
大
臣
に
対
し
、
署
名

簿
の
提
出
が
実
施
さ
れ
ま
し
た
。 

厚
生
労
働
審
議
官
に
対
し
て
全

年
連
会
長
と
の
連
名
に
よ
る
要
望

書
の
提
出
を
行
い
ま
し
た
。 

福
利
厚
生
事
業
に
つ
い
て
は
、
引

き
続
き
充
実
・
拡
大
を
図
り
、
利
用

し
や
す
い
メ
リ
ッ
ト
事
業
に
努
力

し
て
ま
い
り
ま
し
た
。 

 

収
入
支
出
決
算
は
、
事
務
経
費
の

節
減
・
事
業
の
効
率
的
な
実
施
を
念

頭
に
、
平
成
26
年
度
の
財
政
運
営

に
努
め
ま
し
た
。 

 

会
員
皆
様
の
ご
支
援
に
、
厚
く
お

礼
申
し
上
げ
ま
す
。 

 

社会保障制度及び税制に関する要望書 

私たち年金受給者団体は、「年金」を結集軸として、厚生労働大臣等関係方面に対し、医療、年金、介護、

税制等、各般にわたり改善要望を行っています。 

厚生労働省の「平成 28年国民生活基礎調査」によれば、高齢者世帯の所得のうち約 65％を公的年金が占

めており、大半の高齢者にとって公的年金が生活の大きな支えとなっています。 

また、内閣府の「月例経済報告」（平成 30年 1月）によると、「景気は緩やかに回復し、個人消費は持ち

直している」とされていますが、私たち年金受給者を取り巻く生活環境は、食料品など生活必需品の値上げ

によって一層厳しくなってきており、生活不安が増してきています。 

更に高齢化が今後進展し、人口が減少する社会において、年金、医療、介護に係る国の負担の急増と、高

齢者に年金支給額の抑制や医療費負担の増加を強いるなどの、制度改正が現実味を帯びてきています。 

私たちは、年金給付水準の維持は言うまでもなく、年金生活者の視点からの関連政策課題への積極的な取

り組みがなされるよう、全国 53万会員の意思を結集し、次の事項を強く要望するものです。 

 

要 望 事 項 

 

1 現役世代及び高齢者が安心して暮らせる持続可能な社会保障制度の確立、とりわけ年金受給者の生活を

支えることができる給付水準を、年金制度への国庫負担の拡充や税収・保険料収入の増で維持し、年金支

給額をこれ以上引き下げないこと。 

2 医療保険制度及び介護保険制度の改正に当たっては、各世代の負担が過重とならないよう特段の配慮を

すること。特に公的年金を主な収入として生活を支える高齢者に配慮すること。 

3 平成 31年 10月からは、消費税率の 10％引き上げが予定されているが、引き上げによって最も大きな影

響を被るのは、年金を唯一の収入源とする年金受給者、とりわけ低額年金受給者であるため、消費税率の

10％引き上げを見送ること。 

4 公的年金に係る税制改革に当たっては、高齢者の税負担軽減に十分配慮すること。 

 

平成 30年 7月 

            一般社団法人全国年金受給者団体連合会       会長 若杉 史夫 

            北海道・東北ブロック年金受給者（連合会）連絡協議会 会長 舩山  修 

                宮城県年金協会                                    会長 舩山  修 

 

厚生労働大臣  加藤 勝信 殿 


